
ゼロカーボン推進に向けた取組

秋田県 湯沢市（環境共生課)

令和５年８月４日
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湯沢市の概要 ～全般～
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【人口】 41,021人 (R5.4月末)

【面積】 790.91k㎡

（特徴）
・秋田県の南の玄関口、小野小町生誕の地
・面積の８０％を占める山林と豊富な温泉群
・稲庭うどん、日本酒、漆器等の伝統産業
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湯沢市の概要 ～地熱発電～

【運転中】R1～

発電出力 46,199kw

【運転中】H6～

発電出力 28,800kw

かたつむり山発電所

【建設中】R8 運転開始(予定)

発電出力 14,990kw(予定)

2023.3.31付け 経済産業大臣より地熱発電所
として初めて「重要電源開発地点」の指定

【調査中】R11 運転開始(予定)

発電出力 14,990kw(予定)

【調査中】

発電出力 2,000kw程度(予定)
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湯沢市の概要 ～地熱発電～

※令和９年３月

　かたつむり山発電所運転後

県 市町村 発電所名 設備容量

北海道 森町 森発電所 25,000 順位 県 設備容量 順位 県 設備容量

松川地熱発電所 23,500 1 大分県 165,150 1 大分県 165,150

松尾八幡平地熱発電所 7,499 2 秋田県 134,499 2 秋田県 149,489

葛根田地熱発電所　１号 50,000 3 岩手県 110,999 3 岩手県 110,999

葛根田地熱発電所　２号 30,000 4 鹿児島県 62,530 4 鹿児島県 62,530

大沼地熱発電所 9,500 5 福島県 30,000 5 福島県 30,000

澄川地熱発電所 50,000 6 北海道 25,000 6 北海道 25,000

上の岱地熱発電所 28,800 運転中 7 熊本県 2,000 7 熊本県 2,000

山葵沢地熱発電所 46,199 運転中

かたつむり山発電所 14,990 建設中

福島県 柳津町 柳津西山地熱発電所 30,000

熊本県 小国町 わいた地熱発電所 2,000

別府市 杉乃井地熱発電所 1,900 順位 市町村 設備容量 順位 市町村 設備容量

滝上発電所 27,500 1 九重町 163,250 1 九重町 163,250

滝上バイナリー発電所 5,050 2 雫石町 80,000 2 湯沢市 89,989

大岳発電所 13,700 3 湯沢市 74,999 3 雫石町 80,000

八丁原発電所　１号 55,000 4 鹿角市 59,500 4 鹿角市 59,500

八丁原発電所　２号 55,000 5 指宿市 32,530 5 指宿市 32,530

八丁原発電所（ﾊﾞｲﾅﾘｰ） 2,000 6 八幡平市 30,999 6 八幡平市 30,999

菅原バイナリー発電所 5,000 7 柳津町 30,000 7 柳津町 30,000

霧島市 大霧発電所 30,000 7 霧島市 30,000 7 霧島市 30,000

山川発電所 25,960 9 森町 25,000 9 森町 25,000

山川バイナリー発電所 4,990 10 小国町 2,000 10 小国町 2,000

メディポリス指宿発電所 1,580 11 別府市 1,900 11 別府市 1,900

出典：JOGMEC　日本の地熱発電　

https://geothermal.jogmec.go.jp/information/plant_japan/

鹿児島県

九重町

指宿市

都道府県別で２番目

市町村別で２番目

八幡平市

雫石町

大分県

地熱発電所（発電出力1,000kW以上）

鹿角市

岩手県

都道府県別で２番目

市町村別で３番目

秋田県

湯沢市
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湯沢市の概要 ～地熱の産業利用～

水耕ミツバ栽培

豪雪地域においても地熱活用による低コスト化
で周年栽培を実現

◇沿革 昭和58年 引湯施設建設
昭和59年 鉄骨ﾋﾞﾆｰﾙﾊｳｽ20棟建設
昭和60年 生産開始

◇ハウス面積 100坪/棟

◇現有棟数 18棟（H28現在）

◇温泉水の循環フロー
小安温泉井から熱水を約2.7km引湯。
引湯した熱水は、ハウスの室温暖房を経て
水耕ベッド内の液温を加温し、最終的にはハ
ウス周囲の融雪用水として利用。

乾燥野菜（切干大根など）

完全無添加！
温泉水の熱風で乾燥させた地域特産品

◇沿革 昭和55年 地熱利用農産加工所建設

◇品目 切干大根、乾燥野菜(りんご等)の製造、
山菜の煮沸など

熱
風

送風

大根などの乾燥

熱交換

温泉

熱水
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脱炭素化に向けた主な動き

令和４年２月 第２次湯沢市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）を策定

令和４年６月 湯沢市ゼロカーボンシティ宣言（2050年Co2排出量実質ゼロ）
→湯沢市、湯沢市議会、湯沢商工会議所、ゆざわ小町商工会の４者共同宣言

令和４年11月 地元高校生によるロゴマーク、PR看板の製作

令和５年１月 横浜市と「再エネを活用した地域活性化に関する連携協定」を締結

令和５年２月 ㈱e-Mobility Powerと「湯沢市内のEV普及促進に向けた連携協定」を締結

令和５年３月 市営の急速充電スポット（3カ所）を開設、EV公用車5台導入

以下予定

令和５年 秋 全国初！脱炭素がテーマのピッチイベント(Yuzawa Zero Carbon Pitch)の開催

令和６年２月 湯沢市ゼロカーボン推進計画（兼/区域施策編）の策定・公表

令和６年４月 市民・事業者・行政によるゼロカーボン施策の本格稼働
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湯沢市ゼロカーボン推進計画の策定 ～構成イメージ～

2050年までの二酸化炭素排出実質ゼロを図るとともに、地域課題の解決や地域経済の活性化によ
る持続可能なまちづくりを進めるための計画を策定する。

○

本計画は、地方公共団体実行計画（区域施策編）の要素に加え、2050年に向けた長期ビジョンや
ロードマップ等を描くものとする。

○

湯沢市ゼロカーボン推進計画 <期間2024～2050>

本市の現状と課題

●自然的・社会的・経済的な特性と地域課題 ●地球温暖化の動向（国・県・市）
●温室効果ガス排出量・森林吸収量の現況 ●再エネ導入状況・ポテンシャル

将来ビジョン
●2050年のあるべき姿
●ゼロカーボンに向けた基本方針
（例…循環型社会、森林保全、GX 等）

目標設定

●GHG排出削減目標（2030年/2050年）

●取組施策ごとの目標（成果指標）

整合

ゼロカーボンの実現化方策

●2050年までのシナリオ・ロードマップの整理

●中期施策（2030年まで）と長期施策（2050年まで）の検討

重点プロジェクト

今後３年で取り組む施策を
立案。市の財政計画と連動。

GHG排出量等のデータ、実行計画（区域施策編）策定マニュアル、計画ひな型、湯沢市版のモデル計画 等

計画のベース ⇒ 秋田県提供の支援ツール
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湯沢市ゼロカーボンシティ宣言 2022.6.28

市民・事業者・行政が一体となって、2050年までに市内の二酸化炭素排出量を実質ゼロにする
「脱炭素化」を図るとともに、本市の特色を生かしながら持続可能なまちづくりを進める。

目的

- POINT -

単に「減らす・やめる」ではなく、新たな価値を“創り”市の持続性
を“高める”ことが主眼。取組を進めることで、「環境」だけでなく、
相関する「経済」や「社会」の課題解決につなげる。

◆環境の課題
CO2の排出削減、エネルギー問題、森林・農地の荒廃 等

◆経済の課題
地域経済の衰退、地産地消、就労機会の確保、人材育成 等

◆社会の課題
人口減少、地域活性化、コミュニティの希薄化、地域防災 等

同時解決

湯沢市、湯沢市議会、湯沢商工会議所、ゆざわ小町商工会の４者共同宣言
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湯沢市ゼロカーボン推進計画の策定 ～多様な主体との協働～

市議会

市民会議

湯沢市民

◇市民アンケート
◇セミナー・講座
◇パブリックコメント

意見

商工会議所

商工会

庁議 （意思決定）
市長、副市長、教育長、

各部長

市長

策定会議
会長：副市長

副会長：市民生活部長
委員：各部長

関係課
事務局

(環境共生課)

湯沢市役所

調整

協議

指示説明

協議

協議
協議

提案

共同宣言

秋田大学、温暖化防止C、
商工団体、地域自治組織、
青年会議所、秋田県、
まちづくりコーディネーター

◇高校生WS
◇課題研究
◇将来像の
イメージ図制作

地元高校生

提案

地域産業プロジェクト
演習
⇒フィールドワーク
⇒研究活動

県内大学

～ 地域みんなで「ゆざわの未来」を描き、できることから形にしていく ～
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湯沢市ゼロカーボン推進計画の策定スケジュール

年 令和５年 令和６年

月 ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２

計画
策定
の
流れ

計
画
策
定
・
公
表

市民
会議

その他
意見等

予算

第１回 第２回 第３回 提言

背景・現状 計画（骨子） 計画（原案）、
提言まとめ

会長→市長

計画構成、
現状分析、
課題の整理

ビジョン、
目標設定、
施策の検討

計画（素案）
の作成

パブコメ

市民アンケート
高校生等

ワークショップ

秋田大学・秋田県立大学
地域産業プロジェクト演習

令和６年度予算
庁内協議

令和６年度予算
議会審査

関係課協議


